
Title 近年の熟練論における研究の傾向

Author(s) 宇都宮, 譲; UTSUNOMIYA, Yuzuru

Citation 經濟學研究, 53(2), 59-70

Issue Date 2003-09-09

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/6013

Type departmental bulletin paper

File Information 53(2)_p59-70.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



経済学研究 53-2
北海道大学 2003.9 

近年の熟練論における研究の傾向

宇都宮 譲

1. 緒 -s司
1.1 研究目的

本研究の目的は，近年の熟練研究の変容を考

察することを通して，熟練研究の論点と問題を

整理，今後の熟練研究の方向性を明らかにする

ことである。特に，どのような研究目的で熟練

論が展開されてきたか，そして研究目的がどう

変遷したかを中心に考察する。

ひとくちに熟練研究といっても，経営学から

社会学，看護学に至るまで多様な広がりを見せ

ていて， I経営理論のジャングルJ(Koontz， 

1962)と呼ばれる状況に等しい。ここでは，経

営学と周辺領域で取り扱う熟練研究，すなわち

産業労働者の職務遂行能力を考察する研究を採

りあげる。わけでも 1980年から 2002年までの

海外の研究1)を主な対象にするが， 日本の研究

も採用している。 1980年代からとしたのは，

データベース整備状況から判断するに，より効

1)海外の研究を主な対象にするのは，日本の研究より

も格段に優れた研究の蓄積と方法に対する吟味を有

していて，信頼に足る研究とみなせるからである。

たとえば先行研究に対する配慮について， 2.1の解

析において使用した研究で比絞してみよう。海外の

研究と日本の研究では，引用文献数において海外の

研究の方が平均して多く(海外の研究:N=40， 
Mean与44，日本の研究:N=l1， Mean与22)かっ
日本の研究との聞には統計的有意差が検出される

Ct-Test p<O.Ol)。このことは，各論者の研究がひ

とりよがりなものではなし過去の研究活動の蓄積

に依拠しつつ議論を展開していることを示している

ものと考えられる。また，調査・研究方法が正当な

ものであるかに関する吟味も，一般的に日本の研究

に比べて海外の研究の方が慎重であって，好感が持

果的・効率的な検索が可能であること， IME 

技術革新と熟練というテーマが勃興したのがこ

の期間J(八幡・金子・岡室・青山， 1999)な

ことから，区切りとして好適であると判断され

たからである。

1.2 研究対象と方法

本研究では，最初に北海道大学図書館に設置

されている無料・商用データベースを用いて，

「技能JI熟練JISkillJをキーワードに文献を

探索・購読した。検索に要した期間は， 2002 

年 10月20日から 2003年2月20日までの 5ヶ

月間，正味50日， 200工数である。その後，

購読した文献に付属する文献一覧に記載されて

いる文献をいもづる式に探索・購読した。この

ようにして購読した関連分野文献の総数は 120

本 (2003年3月11日現在)である。

次に，購読した文献を抽出・分類した (Ap-

P巴ndix参照〉。熟練研究を分類するには，思想

的立場と調査方法によるもの (Attewell，

1990)や，個別の研究領域内で対立する仮説ご

とに分類するもの (Sp巴nner，1983)など，様々

な視角が存在する。本研究は学説の変容を追う

ことが目的であるが， 1980年代以降の主要な

学説の内容をもとに，下記に示す 2つのカテゴ

リを設定・分類した。

てる。そして，海外の研究は生産技術に着目して議

論を発展させてきたので，筆者が熟練を論じる際に

生産技術を重要視する(字都宮， 2002)ことと親和
力を持っている。
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【カテゴリ】

1/2 :労働過程論.技術革新が技能水準や

熟棟の内容に対して影響する傾向を

考察する。

2/2 :競争力源泉論:熟練を競争力の源泉

のひとつと捉え，熟練のタイプに

影響を及ぼす要因について解明・

考察する。

2. 結果

2.1 熟椋研究の進展パターン

ここでは，上記の領域がどのようなパターン

をたどって興隆と変容を迎えたかを考察する。

研究成果(=文献や雑誌論文)の数が多いほど

年次

2000 

1990 

当該領域の研究が盛んであるという仮定を置い

て1.2の分類をもとに中央値による統計的検定

手法を用いて各カテゴリの研究の分布を検討し

た結果， 2つの研究領域には論文数，すなわち

隆盛を迎える時期に差があることがわかった

(Mann-Whitney U Test pく0.01)。図 1と照合

すると，労働過程論のほうが競争力源泉論より

も先に興隆を迎えたことがわかる。労働過程論

が競争力源泉論構築の基礎となった可能性が高

いのである。

しかし，この結果からは，興隆時期に差があ

ることや順序に関する知見は得られでも，ふた

つの領域における研究内容の相関と変遺はたど

れない。そこで次に，学説が質的に変容してゆ

くさまを再現・考察する。

N Mean Mdn SD 
29 1988.62 1987 5.72222 
24 1996.28 1997 3.76386 

1980 
労働過程論 競争力源泉論

図 2カテゴリにおける研究論文・文献の分布

2.2 熟練研究の夜明け

熟練論には，管理者を対象にした Katzの議

論 (Katz，1955)や， 1950年代のオートメーショ

ン化を背景にしたBrightによる議論 (Bright，

1958)など，先駆的業績がある九現在の熟練

論における問題関心は，およそ二人の巨人の手

になる論説に集約されている。その後， 1980 

2 )当時の経営学の中心的課題については Bennis
(1961)を参照。

年代には労働過程論が盛んになるが，これには

1970年代初頭に現れた二人の論客， Braverman 

とBellが非常に貢献した。両者は，技術革新

と労働の関係を論じつつ， QWL3lや労働の人

間化という問題を議論した。しかしそれぞれが熟

練について導いた結論は正反対のものであった。

Brav巴rmanは， その著書 (Braverman，

3) QWLについてはYvesand Takezawa (1984)を参照。
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1972) 4)において，後に Deskilling説(D説)

と呼ばれる学説を唱えた。これは，独占資本家

による利潤追求活動が必然的に労働者を生産活

動から疎外し，労働者の熟練は科学的管理法を

通じて経営者によって奪われる結果，労働者の

技能水準は低下するという説である。この説に

は方法論，実態などの観点から様々な批判

CAttewell， 1987)があるが， 1950年代以降論

点が分散しがちであった熟練研究を，マルクス

経済学の概念枠組みを用いて統合，議論の発端

となった CForm，1987)。一方， Bell CBell， 

1973)は後にEnskilling/U pgrading説 CE説)

と呼ばれるようになる学説の基礎を構築した。

彼は，生産現場における自動化が，作業者に対

して自動化された設備に適合的な新たな熟練を

要求，必然的に作業者の技能は向上，労働の質

も向上すると位置づけている。

日本でも海外同様， 1950年代には東京大学

社会科学研究所のメンバーによって，熟練研究

が幕を聞けた。彼等は，日本の労使関係および

労働市場における二重構造に関して，年功的熟

練という概念を用いて解明しようとした(藤田・

津田・神代， 1959)。年功的熟練とは，未完成

な自動化技術と職場の慣習が，一工場内におけ

る限定された部署での封鎖的経験に基づく熟練

のー形態である。そしてこれを担保するのは，

勤続年次および勤続褒章的賃金である。また，

この年功的熟練は作業のみならず職場集団の思

考様式・感情をも支配しているが，新規採用や

技術革新によって瓦解するものとする。その後，

米山(1978)は，年功的熟練の瓦解，および技

術革新後の職場に適合的な熟練の形態(近代的

熟練)が生成するメカニズムを解明している。

2.3 労働過程論の発展

1980年代初頭からの MECMicroelectron-

ics)技術革新を背景にして，社会学の領域を

4) Braverman説については多くの研究があるが，な
かでも村田 (1983)(1993)は圧巻である。

中心に，職場調査を経て二人の論客の労働過程

に関する説を実証する動きが生まれた。実証過

程で問題関心はもっぱら技術革新前後の職場に

おける熟練類型変化に移行したが，熟練類型問

題に関心を集中することで，数多くの実証研究

が著しい進捗を見せた CAppendix，Purpose= 

“1"の文献参照)。結果として導出されたのは

E説と D説の中間のような， Social Determi-

nation of Skill CS/D)説である。たとえば

Milkman & Cydn巴y(1991)は，保全や設備，

設置などを担当する技術職の重要度が増してい

るのでE説が妥当だが，生産労働者ではD説

が妥当であるという傾向を発見した。また，

Rolfe (1990)は，技能職ではE説が妥当だが，

不熟練労働部門や事務職ではD説があてはま

るとした。技術革新の影響は現業部門の間でも

異なり， E説に従う部門と D説に従う部門が

鼎立している状態といえよう。 D説が提示し

ているような労使で、はなく職種別ではあるもの

の，二層分解が起きている点に着目すれば， D
説に近い内容を持っともいえる。なお， S/D 

の立場を採用する研究は，総じて技術革新のみ

ならず，他の要因一雇用制度・賃金・訓練ーを

含めて事象を認識することで，労働と熟練の変

容を捕捉することを提唱している CHull，

Friedman， & Rog巴rs，1982， Wallas and 

Kalleberg， 1982， Penn & Scattergood， 1986)。

同じ頃，日本でも労働過程論について，表1

に要約される議論が巻き起こった。「日本では

少数の高度な知識を有する技術者と単純監視労

働者に二分するという仮説は当てはまらない」

(八幡， 1985)と， E説を支持していた。しか

し問題関心は労働市場の二重構造を引き起こす

メカニズムを解明することや， E説か D説の

いずれが熟練の傾向として正しいかを判断する

ことよりも， E説が結果としてもたらすと予測

していた職務満足や自律性を担保するメカニズ‘

ムに移っていった。たとえば，職務満足につい

ては， rメカトロ化→標準化→職務範囲拡大・
多台もち→多能化→単調作業軽減→職務満足」
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という論理によって満たされているという結論

に達している(伊藤， 1983)。

2.4 労働過程から競争力へ

90年代初頭， I熟練は国もしくは企業の生産

性向上，ひいては国際競争力 5)向上を促す要素

のひとつである」という発想が，経営学や労働

経済学から本格的に導入された。労働過程論が

SjDにたどり着いた結果多様な熟練規定要因

を考慮すべきであるという結論に達したことも

あってか，生産システムに影響を与える変数を

確定すると考えられる様々な要素一熟練，訓練

制度，苦情処理，問題解決，賃金制度，査定な

ど に関する研究が勃興した。「競争力源泉論」

の登場である (AppendixPurposeニ“3"を参

照)。この類の研究は，総じて事象認識よりも，

高生産性の源泉を解明することや企業の意思決

定に貢献することを主眼におく傾向がある。最

近では，戦略的選択論 (StrategicChoice)を

はじめとする，企業の意思決定を支援するため

に熟練の内容を規定する要因を考察する類の研

究や (Pagelland Barber， 2000， Spell， 2001な

ど)，日本的生産システムを科学的管理法に内

在する効率性と労働意欲喪失という二律背反を

克服するものととらえて，その構成要素として

の技能形成方法に関する研究が盛んである

(Cappelli， 1994)。

表1 日本における競争力源泉論の主たる内容

内容 結 論

競争力の源泉 生産労働者による保全作業の一部代替=[""技術生産第一主義」

技能形成 標準化された知識およひ世相互学習に基つ.く OJT

管理者の役割 客観的基準による評価と居付努力

OJTの機能 標準化と技能標準のための情報源

泉 (1995)，林 (1997)より筆者作成

3.結論

3.1 熟練論の系譜

2章の内容から，近年の熟練研究の系譜を考

察しよう(図2)。

熟練論は 2.2に示したように， 1950年代に

国内外でほぼ同時期に誕生した。海外では技術

革新が熟練に及ぼす影響を解明することが，日

本では年功的労使関係を規定する要素のひとつ

とLて，その内容と労使関係に対する影響力を

考察することがそれぞれ主要な研究の目的であっ

た。この傾向は，国内外で 1980年代に至るま

5 )実は， [""国際競争力」と「生産性(およびそれを担

保する熟練)Jとの関係性，および「国際競争力」

という概念そのものには，十分な定義や根拠がない

(Krugman， 1994)。むしろ熟練が関係を持つのは，
経済発展に対する寄与である(南， 1992)。

で継続し，熟練に関する事実認識を大いに発展

させた。労働過程論では部門別熟練二層分解

(SjD) という傾向を明らかにし， 日本でも技

術革新に伴う年功的熟練の解体・変容と近代的

熟練の誕生が解明された。また，年功的労使関

係を担保するものとして， ME技術革新後も継

続した単一企業内長期習熟型の熟練類型(知的

熟練)と，いわゆる年功的賃金プロファイルと

の相互作用が提起された。

1990年代に入ると，熟練研究は世界的に変

容する。労働過程論の成果や経営学や経済学の

知見を採用・内部化した熟練研究は熟練の傾向

や労使関係に対するインパクトに関する事実認

識から，競争優位を規定するひとつの要素(=

熟練)を規定する要因を解明する研究に移行し

た。しかしここにおいて事実上研究は停止した。

ここで解明された熟練を規定すると考えられる
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社会的決定理論 i 
伎他水増田影響1;1，産識や職法に応じて異な守
る「佳佑水僧多様化・分化現車」

近代的熟練 1"¥ 

体話的訓締および完成した自動化生産技術にj--ーーーーーーーーーーーー一一一一ー一歩-"

おける熟練由形態 i 

戦略的決定論 1 
熟練由形態を決定するのに影響すると考えら 1
れる要因を考察する i 

ー+野外の熟練
生産量・生産技術・労働環境が要求する自立
的作車管理・遂行能力が特徴四熟練由形態 1 

1950，' 
自動化

1960，' 
QWL 

1970，' 
環境汚挽対策 ス

均，，ロトhv' レuf哨

S

ク
司

m

j

h

術

叩
マ
技

1990， 
効率的生産システム・
管理

200日，
熟練伝承

図2 年代別熟練論，内容，および時代背景

要因の数は，あまりに多くかっウエイトが不明

なので，実証研究も手のつけようがない。要因

が多すぎるので，企業経営における意思決定に

も貢献しない。「企業経営は多様な要素が織り

成す複雑な因果関係の連鎖からなる問題を解決

すること」という周知の事実を検証しても研究

が進んだことにはならないのである。

3.2 熟練研究と社会問題に対する関心

熟練研究は労働過程論から競争力源泉論へと

発展を遂げてきたが，発展の過程で失われた問

題意識，およびその結果として発生したと考え

られる問題は深刻である。

労働過程論が盛んであった 1980年代， 日本

では ME化後の職務は高度化した， という議

論が支配的になった(八幡， 1985)。しかし技

術職の占有物であった生産設備に関する技術情

報を技能職が共有することや， ME技術革新に

伴って保全や問題解決活動など，直接生産活動

以外の新しい課業が加わったことは， ["高度化」

と賞賛するほど劇的なことなのか(吉田，

1997)という疑問が残る。そもそも，本来の生

産労働における技能水準の変化およびその傾向，

あるいは労使関係に対する熟練の質と作用は解

明され尽くしてない九技術革新がもたらす生

産労働における技能水準の高低，労働の人間化，

およびその労使関係に対する影響といった当初

の問題意識が，いつのまにか保全など技術職ま

で論点が拡大，明確な問題意識と対象認識に関

する注意深さを忘れてしまったのである。

日)日本では「小池=野村論争」と呼ばれる熟練概念を

巡る論争が展開されている。内容は小池和男氏が唱

える知的熟練という概念で日本の製造業における労

働の内容を普通的に説明できるかどうか，野村正賞

氏が疑問を提示しているというものである。この論

争は現在でも継続しているが，双方全く相手の主張

を容れる気配はなく，また学説が発展する気配もな

い。論争は継続しているが労使関係と熟練との関係

に関する研究が停止していて，不毛な論争である。

なお， この論争については野村 (1992)(1993) 
(2000)およひF小池 (1993)を参照のこと。
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結果として生じたのは，生産労働に関する問

題の解明不足，およびそれがもたらした困難な

問題一技能伝承問題ーである。

たとえば，洋の東西を間わず，熟練研究が典

型的事例として採りあげてきたり機械加工組立

職場の中でも，中小零細機械加工組立職場(い

わゆる町工場〕では，技術革新の結果導入され

たNC旋盤を使いこなせる在来の熟練工がいる

一方で，技能水準が低下しつつある層が生まれ

るという二極分解と見られる事例も観察される

(小関， 2002)。また，石油化学プラントにおいて

も「待機労働」という，究極のボタン押し労働と

みられる事象が観察される(柴田， 2000)ことを，

「全体的な高度化」したという立場からでは説明

できない。また，鎌田 (1983)やL'Henoret

(1993)に記述された生産職場における非人間

的労働や封建的な職場慣行の実態は置き去りに

なっている。

現在，熟練を伝承する理念と方法が，様々な

産業で深刻な問題として認識されている。伝承

問題とは，表面的には職場の中核を担ってきた

熟練者が定年を迎え職場を去るにあたって，熟

練者に体化されていたかけがいの無い技術・技

能が消失する現象である。しかし，背景には熟

練者の技能や人間性軽視や若年労働者が参入困

難になりつつある状況(玄田， 2001)があると

考えられる。年齢構成から簡単に類推可能にも

かかわらず， 80年代の職務高度化・ 90年代日

本的生産システム礼讃の最中は省みられなかっ

た。最近ようやく様々な対策が講じられ，ある

いは考案されている(日下， 1994，佐野， 1994)。

学説の発展，および社会問題を概観するに，

先達が提起Lた問題に対して真撃に取り組み，

問題をすりかえることなく対応したならば，こ

れほどの苦境にいたることはなかったと考えら

れる。

7) 1"基準となるべき熟練は一定の社会的分業の機軸を

なすものの中に見出されなくてはならない。この意

味で基準となる熟練は製造工業にあっては機械工業

におかれるJ(津田 (1968)，pp.27) 

3.3 方法と研究対象に関する認識

熟練研究が進展するにつれて失われたのは，

社会的な問題関心だけではない。熟練研究に適

合した方法論に対する関心もまた失われた。方

法について，二つの論点が存在する。

第一の論点は質的研究と量的研究8)に関する

問題である。どちらの手法を採用するにせよ，

現在の熟練研究には，克服しなければならない

多くの問題が存在する。量的手法では，実際に

採用された解析手法を適用するには低い回収

率ベ不十分なサンプノレ数，記述統計量からみ

て不適切な解析手法，など技術的誤りのほかに

も，統計的有意さと専門的有意さの誤りという

認識上の問題がある。質的手法では，自らの立

場を正当化することに汲々とするという，方法

に対する思考停止状態が見られる7.>1叩0

しかしより深刻な問題は，質量双方の研究と

もに十分な作業観察をした形跡が無いことにあ

るIII。熟練研究は元来，職務遂行能力に関する

研究領域である。職務内容によって，熟練の内

容およびその形成手法は，かなりの割合で規定

されるものと考えられる。したがって，職務内

容について事実を認識するために，職務を観察

8)量的研究と質的研究の差異と得失はしばしば問題に

なるが，熟練研究における分かれ目は，結論を導く

ための分析に統計学的手法(検定・相関・回帰など〕

を用いるかどうかにある。データを得る手法が面接

法によっていても，分析を統計的手法によっていれ

ば量的研究である。

9) 1"回収率50%で調査と言えるか，とまず考えるのが

常識であるJ(林， 2002) 
10)たとえば村松 (2002)は，インタビュー調査による

追試可能性の問題を取り上げているが. 1"個票レベ

ルの計量分析」との比較で反証可能性や追試の程度

について一般的見解を述べているに過ぎない。手法

に内在する事実認識手段としての得失については何

も応えていなL、。

11)佐藤 (2002)では，インタビュー手法に関して考察

する小池 (2000)を指して「一口に聞き取りとはいい

ながら，実際には地道な現場観察の積み重ねの上に成

り立っているのである」と評している。しかし.Koike 
(1998)には現場観察に関する満足な記述は無い。
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することが最初の作業になるはずであるが，現

場観察の方法と期間，分析結果を明示した研究

は稀である。期間のみがrI980 年 1 月 ~2002

年 1月， A社工場」と簡潔に記載されている

ばかりである(表2)。

表2 現場観察の必要条件

期間 観察実施期間(年月日) 例)2/10/1999--12/13/2002 

対象 産業・作業・担当者なと 例)造船M社旋盤作業者 (50歳)

工数 単位期間あたりの観察時間×観察者数 例)@8mh， Total 1192mh 

場所 観察していた場所 Ex.) C N C旋盤のかげ，制御室監視窓からーなど

筆者作成

第二の論点、は事例選択基準であるが，これは

研究目的と研究対象とが適切に対応しているか

を明示しているかどうかという問題に帰着する。

どのような研究対象 C=ある産業)にも，無視
できない固有の諸事情が存在するが，この事情

を勘案しない一般化は，提起された理念や実証

結果の適用範囲を限定しきれないという点で危

険であることを考えるとわかりやすい。

研究対象を理解することについて，配慮が欠

如したとき起きる典型的な誤りは，事例選択の

理由に現れる。たとえば，自動車産業はしばし

ば熟練研究の対象になるが，大抵の場合「自動

車工業を選択したのは，製造業各工程に伴う技

能が総合的に観察されるのでJという理由で研

究が進行する。果たして本当に「製造業各工程

に伴う技能が総合的に観察」されるのだろうかへ

3.4結論

ここまでの議論によって，現代熟練論が形成

されるまでには，地域・時代別に中心的な研究

目的・視角が変遷したことを明らかにした。す

なわち，熟練論が誕生した当初は，日本では労

使関係を解明するための概念装置として，また

海外では技術革新 まず自動化，ついでME

による技能水準の変化傾向を図るための概念と

12) 1仕事の幅」に関する主張を根拠として研究を始め
るならば，当該産業における仕事の幅が「広い」と
認識させるような史的検討や統計的検定手法などを

提示しなければ認められない。

して熟練概念は存在した。自律的で人間的な労

働を指向することに変わりはなかったが，国内

外で視角が違ったのである。その後これらにつ

いて，実証がおこなわれたが，その過程で関心

が学説の実証そのもの，さらには生産性向上へ

の貢献・:意d思決定支援へと議論の中心が移って

いった。現代の熟練論は，諸学問領域との融合

と変遷を繰り返して生まれた所産なのである。

こうして形成された現代熟練論には，方法論

上の問題が3つ存在する。すなわち，研究が着

手された当時に提起された問題意識を忘れたこ

と，十分な事実認識を欠いたまま研究目的を変

更すること，対象に対する理解不足を招く研究

を採用することが，熟練研究の発展を阻害しか

ねないという問題である。その傾向は 1990年

代において強くなりつつある。そして，研究が

阻害されることが，人類社会において発生する

問題を解決することをも阻害しかねないことを

示した。

このように，問題は多く積み残されているが，

一方で情報機器の発達・普及，製品構成多様化，

地球環境問題などを契機として，大量生産・消

費・廃棄を与件として発達してきた大量生産の

しくみが，再検討されつつある CSableand 

Piore， 1984)。経営学においても， F. W. Taylor 

による科学的管理法以来，大量生産における管

理部門と現業部門との結節点，つまり生産管理

担当者と現業担当者の熟練との分業関係につい

て様々な視点、を持って考察を加えてきたが，こ
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れらの研究から出現したパラダイムもまた転換

を迎えている。熟練論は，新しい時代に適合し

た，生産職場における管理と現業の分業関係を

構築することを要求されているのであるヘ

以上のことをふまえて，私は今後自ら展開す

る熟練論における今後の課題を提起する。

第一，現場観察を徹底することである。

観察を徹底することは，データを得る作業の

基本であるのみならず，データそのものが研究

対象に起因するバイアスに影響されにくくなる

という利点目)もある o 3.2で述べたようなイン

タビューや質問票調査では，回答者が事実を解

答しているとは判別しがたい。特に質問票調査

は，特定の研究対象・産業全体の傾向を把握す

るには向いた手法であるものの，個別の研究対

象となる産業の，熟練が発揮されている現場に

おける事実認識という点では劣位にある手法

CBradshaw， Wood， and Williamson， 2001) 

と考えられる。観察ならば，十分に習熟すれば，

作業や行為がどのような意味を持っか，あるい

はどの程度難しいかを判別できるようになる。

幸い，経営学には， F.W.Taylorの動作時間研

究以来 CTaylor，1967)，充実した職場観察手

法の伝統がある CKanawaty，1992)。

第二に，先達の見解を総括・把握するための

文献研究である。日本では「本は何かを円、う

ためによむ』のではなくて，むしろ『いわない

ためによむ~J C梅梓(1969)，p.1l6)と，独創

性と正当性を担保するための文献研究が提唱さ

れている。これは過度に先行研究が提起した概

13)たとえば最近では， Womack， et al. (1990)を発
端に議論が始まった。リーン生産方式か科学的管理

法と自律的職場組織の利点を同時に実現していると

いう点で，時代に適合した生産方式とされている。

しかし内容を考察すると，根本的に大量生産方式の

一種である。 (Cooney，2002)。
14) F.W.Taylorが創始した動作時間研究以外にも，熟
練研究に応用可能な様々な観察法が存在する(粕谷・

近・細馬， 1990)が，どのような観察手法にもホー

ソン効果をはじめとした様々な留意点があるので，

手法に習熟する必要がある(浮・大野木・南， 1997)。

念に依存することを戒めた一節であるが，当時

に比べて研究が蓄積されている現在，購読量を

基準以上に保つことで，先達の思索，およびそこ

に表現された課題を継承しつつ，現代の問題認

識・解決に向けた研究を進められるものと考える。

そして第三に，研究対象にすえた産業・職場

の社会・技術的背景を十分考察することである。

それぞれの産業は，法制度や慣習，財の性能，

生産技術などが，顧客との関係や労働に影響を

及ぼしている。生産技術以外にも，一見関係な

い要素が何らかの影響をもたらしているという

観点、は，すでに S/Dが明らかにしているが，

この視点をより産業の実態に即して，具体的に

考察，ある熟練の形態が存立する背景を探る必

要がある。今後の研究対象は，これまでにない

産業・職場になるものと考えられるからである

から，先行研究では与件とされていた産業・職

場に関する知識を新たに構築しければならない

ことも理由のひとつで-ある。

要するに，今後の熟練研究は， F.W.Taylor 

がたどった道を， もう一度たどらなければなら

ないのである。
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